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１．業務概要 

１．１件  名 
 
 
１．２工事場所 
 
 
１．３業務の目的 
 
 
 
 
１．４施設概要 
 
 
 
 
 
 
 
１．５予定工事期間 
 
１．６設計項目 
 

 

一次冷却設備の増強整備に向けた超伝導コイル巻線棟床他改修工事に係
る基本設計業務 
 
国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構（以下「QST」という。）   
那珂フュージョン科学技術研究所 超伝導コイル巻線棟 
 
幅広いアプローチ活動のサテライトトカマク計画において、更なるプラ

ズマ加熱実験に向けて増強整備する一次冷却設備の機器整備準備の一環
として、一次冷却設備の機器を設置する超伝導コイル巻線棟を管理区域化
するために必要な床等改修の基本設計を行う。 
 
(1)施設名称：超伝導コイル巻線棟 

主要構造：鉄骨造（横河システム建築） 
階数  ：地上 1 階 
延床面積：1,971.60 ㎡ 
最高高さ：12.12ｍ 
竣工年月：平成 21 年 3月 
主要用途：工場 

 
12 ケ月 

 
・建築工事              一式 

１．７設計区分 ・基本設計 

 

 

１．８別途設計業務 ・無し 

 

 

１．９設計図書 

提出期限 

・令和 8年 3月 19 日まで 
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２．設計業務 

２．１設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．２適用基準等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（１）業務の目的を理解し、目的及び関係法令に応じた適切な設計とす

ること。 

（２）経済性（工事費､維持管理費の低減及び省エネルギー）を考慮する

こと。 

（３）工事時（労災、既存設備の破損等）における安全性については、

十分に検討し、設計に反映すること。 

（４）工事場所の自然環境を十分考慮するとともに周辺環境との調和を

図ること。 

（５）環境負荷の低減に資する環境物品等の調達を考慮すること。 

（６）工事金額は、工事目途額の範囲内を原則とし、目途額を超過する

おそれが有る場合は、QST 担当者に従うこと。 

 

本業務は、仕様書に定める設計与条件による他、関係法令、下記の適

用基準に基づき、QST 担当者と十分な協議のもとに実施するものとす

る。なお、適用基準等の図書の適用順位については、QST 担当者との協

議により決定し、業務計画書に記載するものとする。また、図書は、原

則として、設計開始時における最新版を用いるものとする。 

(１）法規制関連 

１）建築基準法 

２）建築基準法施行令 

３）消防法 

４）都市計画法 

５）労働基準法 

６）労働安全衛生法 

７）建築士法 

８）環境基本法 

９）建設業法 

10）電気事業法 

11）公害対策基本法 

12）騒音規制法 

13）国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律 

14）エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法） 

15) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル

法） 

16）放射性同位元素等の規制に関する法律 

17）茨城県条例 

18）那珂市条例 

19）日本産業規格 

20）学会等各種基準 

21）QST 各種要領、基準等 

22）その他関連法令、規格、指針、基準等 

 

(２）工事・積算基準、材料規格関連 

１）公共建築工事標準仕様書（建築工事編、電気設備工事編、機械設 

   備工事編） 

２）公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編、電気設備工事編、 

機械設備工事編） 
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３）建築構造設計指針 

４）公共建築数量積算基準 

５）公共建築工事内訳書標準書式（建築工事編、設備工事編） 

６）公共建築工事見積標準書式（建築工事編、設備工事編） 

７）公共建築工事積算基準 

８）公共建築工事標準単価積算基準 

９）公共建築工事共通費積算基準 

10）公共建築設備数量積算基準 

11）公共建築設備工事標準図（電気設備工事編、機械設備工事編） 

12）建築工事標準詳細図 

13）建築設備設計基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

14）建築工事設計図書作成基準及び同解説（建設大臣官房官庁営繕部 

監修） 

15）日本産業規格（JIS） 

16）その他規格、指針、基準等 

 

２．３打合せ協議 本業務を適正かつ円滑に実施するため、原則として下記の時期におい

て、打合せ協議を実施する。なお、打合せの内容については、受注者が議

事録を作成し、その内容について相互に確認する。 

（１）設計業務着手前 

（２）対象施設に係る工法の検討が概ね終了したとき 

（３）工事計画の検討が概ね終了したとき 

（４）詳細図作成着手前 

（５）積算業務着手前（積算業務は、QST の確認を得た設計図書により行

う） 

 

２．４業務計画書   

 

（１）契約後速やかに、QST 担当者と協議の上、下記の記載内容を含む業

務計画書を提出すること。 

   ①業務工程表 

   ②業務実施計画書 

   ③管理技術者（設計経歴を含む） 

   ④業務実施体制表（連絡体制を含む） 

   ⑤協力業者承諾書（協力業者がある場合） 

 

（２）業務計画書の重要事項を変更する場合は、理由を明確にした上、原

則として、変更計画書を提出すること。 

 

２．５管理技術者 

 

 

管理技術者は、建築士法（昭和 25 年法律 202 号）による一級建築士又

は技術士(建設部門)の国家資格を有する者とし、鉄筋コンクリート造建

屋又は同造工作物の設計実績のある者とする。 

 

２．６成果物 

 

（１）本業務における一般提出図書及び成果物は、下表によるものとする。 

（２）成果物には、特定の製品名、製造所名等を記載してはならない。や

むを得ない場合は、｢同等品｣又は｢相当品｣と記載するものとする。 

（３）設計関係者は、QST の確認を得ずに設計内容を第三者に開示しては

ならない。 

（４）提出図書の版権は QST が保有する。 
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①一般提出図書一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②提出成果図書一覧表   共通図書 

  

   

図 書 名 確認 寸法 
提出部数 

備 考 
原図 白焼 

a.総合(意匠) 

(1) 建築物概要書 不要 A4 - 2  

(2) 総合(意匠)設計図 不要 A3 - 2 

特記仕様書 

仕上表 

敷地案内図 

配置図 

平面図 

断面図 

立面図 

展開図 

平面詳細図 

断面詳細図 

部分詳細図 

仮設計画図 

(3) 各種計算書 不要 A4 - 2  

(4) 工事費概算書 不要 〃 - 2  

      

b.構造 

(1) 構造設計図 不要 A3 - 2 

特記仕様書 

伏図 

軸組図 

部材断面図 

標準詳細図 

部分詳細図 

仮設計画図 

(2) 構造計算書 不要 A4 - 2  

(3) 工事費概算書 不要 〃 - 2  

      

      

c.建築積算 

(1) 建築工事積算数量算出書 不要 A4 - 2  

(2) 建築工事積算数量調書 不要 〃 - 2  

(3) 単価作成資料 不要 〃 - 2  

(4) 見積検討資料(見積書含む) 不要 〃 - 2  

図  書  名 部 数 確認 提出時期 

着    手    届 1 不要 契約後速やかに 

業 務 計 画 書 3 要 同   上 

設 計 報 告 書 3 不要 納品時 

議  事  録 3 不要 その都度 

そ   の   他 必要部数 必要に応じて 同   上 



       

 5

(5) 建築工事工事費内訳書 

（金有、金無） 
不要 〃 - 2  

      

d. 追加業務 

(1) 適用法規検討書 不要 A4 - 2 適用法規がある場合に限る 

(2) コスト低減検討報告書 不要 〃 - 2 対象業務がある場合に限る 

(3) グリーン購入計画書 不要 〃 - 2 対象業務がある場合に限る 

(4) リサイクル計画書 不要 〃 - 2 対象業務がある場合に限る 

(5) 構造性能評価等に関する資   

  料 
不要 〃 - 2 対象業務がある場合に限る 

(6) 確認申請図書 不要 〃 - 2 確認申請がある場合に限る 

(7) 工事工程表 不要 〃 - 2  

(8) 工事仕様書 不要 〃 - 2  

      

e.その他 

(1) 各記録書 不要 A4 - 2  

(2) その他 不要 ※1 -   ※1  

（注）※1：QST 担当者が提示する。  

 

（注意事項） 

１. データ納品については、原則として国土交通省が定める「電子納品運用ガイドラ

イン案」に基づき提出するものとするが、詳細については、QST 担当者と協議に

よるものとする。 

２. 図書は、設計図を除き A4 サイズ、又は A系列サイズとする。 

３. 「総合」とは、建築物の意匠に関する設計並びに意匠、構造及び設備に関する 

設計をとりまとめる設計を、「構造」とは、建築物の構造に関する設計を、「設 

備」とは建築物の設備に関する設計をいう。 

４.「構造」及び「設備」の成果物は、「総合」の成果物の中に含めることもできる。 

５. 積算業務は、以下のとおりとする。 

・「積算数量算出書の作成(数量調書の作成含む)」 

・「単価作成資料の作成(単価の決定及び単価調書の作成含む)」 

・見積徴収及び見積検討資料の作成(単価の決定及び単価調書の作成含む) 

・工事費内訳書の作成(直接工事費、共通費、積み上げによる共通費の算出含 

む) 

     ６. コスト低減検討報告書の作成は、設計にあたって、コスト縮減対策として有効 

なものとして採択した事項及び縮減効果等をコスト縮減検討報告書として取り 

まとめを行う。 

７. グリーン購入計画書の作成は、設計にあたって、環境負荷を低減できる材料 

等について検討を行い、設計に反映させるものとし、その検討内容をグリーン 

購入計画書として取りまとめを行う。 

８. リサイクル計画書の作成は、設計にあたって、建築副産物対策(発生の抑制、再 

利用の促進、適正処理の徹底)について検討を行い、設計に反映させるものとし、 

その検討内容をリサイクル計画書として取りまとめを行う。 

      ９. 工事仕様書は、QST が定める「工事標準仕様書」による。詳細については QST 

担当者との協議によるものとする。 

１０. 設計図は、設計与条件及び適用基準等に基づき、正確かつ明瞭に作成する。ま 

た、図面サイズは、原則として A3版とする。 

１１. 建築工事積算数量算出書の数量計算過程における計算式と積算箇所は、積算根

拠図等により、関連を明確にするものとする。 

１２. 工事費内訳書は、QST が定める「工事費内訳書」による。詳細については QST 

担当者との協議によるものとする。 



       

 6

１３. 単価作成資料は、以下のとおりとする。 

   (1)単価は、材料及び機器の単価、労務単価、機械経費、運搬費、下請経費等を複 

合して算出した複合単価及び市場単価とする。 

(2)単価は、算出根拠を明確にすること。詳細については QST 担当者との協議によ 

るものとする。 

① 材料及び労務歩掛り 

      単価に用いる材料及び労務歩掛りは、「公共建築工事積算基準」及び「公 

共建築工事積算基準の解説」によるものとし、必要に応じて「建設工事標準 

歩掛（建設物価調査会）」、「標準工事歩掛要覧（経済調査会）」を用いるもの 

とする。 

② 材料及び機器の単価 

     材料価格及び機器価格は、算定時の最新の現場渡し価格とし、刊行物の掲載

価格、製造業者の見積価格等を参考に数量、施工条件等を考慮して定めること。

なお、刊行物から単価を採用する場合は、経済調査会発行の「積算資料」及び

「建築施工単価」と建設物価調査会発行の「建設物価」及び「建築コスト情報」

の平均価格を採用するものとする。ただし、工事総額に影響の少ない単価につ

いては、経済調査会発行の刊行物を優先することが出来る。また、専門業者か

ら見積書を徴収して単価を決定しようとする場合は、原則として 3 社以上か

ら見積書を徴収し、最も低額なものを基準とし適性に査定した上採用する。 

③ 労務単価 

     労務単価は、｢公共工事設計労務単価｣とする。   

④ 機械経費及び運搬費 

機械経費及び運搬費は、｢請負工事機械経費積算要領(国土交通省総合政策 

局建設施工企画課監修)｣による。ただし、これにより難い場合は、物価資料 

の掲載価格及び専門業者の見積価格とする。 

１４. 適用法規検討書は、本工事に適用される法規のうち、本設計業務に係る事項に 

ついて抽出し、それらの対応方針・方法を示した検討書を作成するものとする。

また、関係官庁等と協議を実施した場合は、議事録を作成するものとする。 

１５. 工事着手に際して設計者及び設計監理者が実施すべき関係官庁への許認可申請 

図書等の作成は、必要部数を作成すること。 

１６. 工事工程表は、工事における制約条件及び本設計内容を適切に反映して作 

成するものとする。 

１７. 設計のレビューは、予め計画した設計の段階において適切に実施するものとす 

る。また、設計の段階においては、設計工程表等に記載し、変更があれば改訂管 

理を行うものとする。 

１８. 設計報告書には、本設計業務の検討結果を取りまとめるものとする。 

１９. 設計の検証は、本仕様書、設計過程で QST が提示する資料、現場調査、設計会 

議、官庁協議、QST からの要求事項全てに対して行うものとする。また、設計 

検証は、インプットとアウトプットを対比できる様式を用いて、設計の進捗の 

都度記録し、重要な事項は量研に適時報告するものとする。 

２０. 設計図は、適宜、追加・削除してもよい。また、備考欄の図面等についても同様

とする。 
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２．７納品検査  

 

（１）検査は、原則として、管理技術者の立会いの上、設計成果物及

び業務管理状況の検査を行うものとする。 

（２）検査の結果、修補の必要が認められる場合は、協議の上、別途

期限を定め実施するものとする。 

 

２．８貸与資料 業務に関係する下記の竣工図書を貸与する。厳重な管理のもと、

取扱いに注意し、成果物の納品時に併せて返却すること。 

  
（１） 20 那珂研 超伝導コイル巻線棟 竣工図：1式 

（２）地質調査報告書（柱状図）：1式 

 
 
 
３ ．特記事項 
３.１設計の範囲 
 
 
 
３.２共通事項 
 
 
 
 
 
 
 
３.３設計項目 
 
 
３.４施工方法の検討 
 
 
 
 
 
３.５助勢・協力 
 
 
３.６設計与条件 
   

本設計の業務範囲は、2.6 成果物の内容による。設計初期段階で、
冷却水漏洩防止策として防液堤（堰）形式及びピット形式の 2 案を比
較検討し、コスト、施工性等を考慮のうえ決定する。 
 
下記の共通事項を考慮して工事設計を行うこと。 
（１）超伝導コイル巻線棟は、改修工事後に放射線管理区域(第 2 種

管理区域)となるため、特殊性を確認考慮する。 
 (２) 設置予定の貯水槽、ポンプ等の荷重を考慮し、土間、基礎の構

造を決定する。 
（３）冷却水の漏洩、飛散防止に配慮し、防液堤（堰）又はピットの

高さ、容量を決定する。 
 
（仮称）超伝導コイル巻線棟床改修工事 

・建築工事  
 
工事中の安全対策、運搬経路、作業時間の制約、仮置き場、既設設

置物の養生・保護等の施工上の制約条件については、QST の提示に基
づき検討し、検討結果を設計に反映すること。 
 工法選定に当たっては、経済性、施工性等に留意し比較検討のうえ
設計に反映させ、その過程を設計報告書に記載すること。 
 
QST が行う関係官庁等との協議・調整については、必要に応じて助

勢すること。 
 
(1) 本施設の設計条件 

1) 防液堤（堰）又はピットの建屋内配置は別紙による。 
2) 防液堤（堰）は鉄筋コンクリート造とし、高さ 1.7ｍを目安にす

ること。また、上部に 1ｍ程度のフェンスを設置すること。 
3) 防液堤（堰）内外に通じるよう階段を 1 か所設け手摺を設置す

ること。 
4) 防液堤内又はピット内に 1ｍ×1ｍ、深さ 2ｍ程度の排水ピット

（釜場）を 2 か所設けること。 
5) 防液堤（堰）内又はピット内の床は、エポキシ樹脂系塗床材で

塗装すること。 
6) 設置予定の貯水槽重量は、満水時に 780ｋN であること。 
7) ポンプ重量は 12ｔであること。 
8) ポンプ基礎は 14ｍ×3ｍ、4ｍ×2ｍの 2 か所設け、高さはとも

に 0.6ｍであること。 
 

以上   
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別紙 

 

赤線は防液堤（堰）又はピット範囲を示す 

超伝導コイル巻線棟平面図 


